
宗教法人 日本ムスリム協会 規則 

２０１９年４月１６日 

第 1章 総則 

第 1条 この協会は、宗教法人による宗教法人であって、「宗教法人日本ムスリム協会」

という。 

第 2条 この宗教法人（以下「法人」という）は、事務所を東京都品川区東五反田三丁目

17番 23 号に置く。 

第３条 この法人はアッラーを唯一の神としイスラームの教義をひろめ、その儀式行事を

行い、又、ムスリム（イスラーム教徒）を強化育成し、ムスリムの連帯と福祉の

向上に貢献するための財務及び業務を行うことを目的とする。 

第４条 この法人広告は事務所の掲示場に 14日間掲示して行う。 

    第 2章 会員 

第５条   会員とはムスリムであって、当協会会員名簿に登録されている者をいう。 

    ２．毎年 1回会員総会を開く。但し、理事会の承認を得て、臨時総会を開くこと

は妨げない。 

    ３．総会は、国内会員の 4分の 1以上の人数（委任状も含む）の出席により成立

される。 

    ４．会員総会の議決は、出席者の過半数によって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。 

    ５．準会員制度を設け非ムスリムも当協会に活動参加できる。但し、議決権は認

められない。 

    ６．会員総会を開いたときは、議事録を作成し、議長ならびに出席責任役員がこ

れに署（記）名押印する。 

    第 3章 役員とその他の機関 

   第 1節 代表役員及責任役員 

第６条   この法人は 15名の責任役員を置き、そのうち 1人を互選により代表役員と

する。 

    ２．代表役員を会長と称し、他の責任役員を理事と称し、理事のうち 2名を副会

長とすることができる。 

第７条   責任役員は会員総会により選任される。 

    ２．副会長は理事会に於て、選任される。 

第８条   代表役員及び責任役員の任期は 2年とする。但し、再任を妨げない。 

    ２．補欠による代表役員及び責任役員の任期は前任者の残存期間とする。 

    ３．代表役員及び責任役員は、辞任又は任期満了後でも、後任者の就任するま

で、なおその職務を行うものとする。 

第９条 代表役員はこの法人を代表し、その事務を総理する。 



第１０条 この法人の事務は責任役員の定数の過半数で決し、その議決権は各々平等する。 

    第２節 代務者 

第１１条 次のいずれかに該当するときは、代務者を置かなければならない。 

（１） 代表役員又は責任役員が死亡、辞任、その他の理由によって欠けた場合 

（２） 代表役員又は責任役員が病気、旅行その他の理由によって、３月以上その

職務を行うことができないとき 

第１２条 代表役員の代務者は責任役員の互選により定め、責任役員の代務者は、会員のう

ちから責任役員会において定める。 

第１３条 代務者は、代表役員又は責任役員に代って、その職務を行う 

第１４条 代務者は、その置くべき理由が消滅したときは、その職を退くものとする。 

    第３節 仮代表役員及責任役員 

第１５条   代表役員は、この法人と利益が相反する事項については、代表権を有しない。

この場合においては、代表役員以外の責任役員の互選により仮代表役員を

定める。 

     ２．責任役員は、その責任役員と特別の利害関係がある事項については、議決

権を有しない。この場合は、会員のうちから責任役員会において、その議

決権を有しない責任役員の員数だけ、仮責任役員を選出するものとする。 

    第４章 財務 

第１６条   この法人の資産は、基本財産及び普通財産とする。 

     ２．基本財産は、次の資産のうちから設定する。 

     （１）土地、建物、その他の不動産 

     （２）公債、社債、その他の有価証券 

     （３）基本財産として指定された寄付金その他会員総会で基本財産に編入した

財産 

     ３．普通財産 

     （１）基本財産以外の財産、財産から生ずる果実、会費、使途を指定されない

寄付金その他の収入 

第１７条 基本財産の設定又はその変更をしようとするときは特別議決（会員総数の 2分

の１以上の出席によって成立し、その 4分の３以上の議決を要するものとす

る）を経なければならない。 

第１８条 基本財産たる現金は、普通財産と区別し、確実な銀行に預け、その他に適切に

管理されなければならない。 

 

 

 

第１９条 下記に掲げる行為をしようとするときは、責任役員会の議決を経た後、その行



為の少なくとも１月前に会員その他の利害関係人に対し、その行為の要旨を示

してその旨を公告しなければならない。但し、第 3号から第５号までに掲げる

行為が緊急の必要に基づくものであり、又は全面積の１０分の１以下のもので

ある場合及び第 5号に掲げる行為が 1月に満たない期間に係るものである場合

は、この限りではない。 

     （１）不動産又は基本財産を処分し又は担保に供すること 

     （２）借入（当該会計年度内の収入で償還する一時の借入を除く）又保証する

こと 

     （３）主要な境内建物の新築・改築・増築・移転・除却又は著しい模様替えを

すること 

     （４）境内地の著しい模様替えをすること 

     （５）主要な境内建物の用途もしくは境内地の用途を変更し、又はこれらをこ

の法人の主たる目的以外の目的のために供すること 

第２０条 財産目録は毎会計年度終了後３月以内に、前年度末現在によって作成し、責任 

役員会の議決を経なければならない。 

第２１条 この法人の経費は普通財産を以て支弁するものとする。 

第２２条 予算は、毎会計年度開始 1月前までに編成し、責任役員会の議決を経なければ 

ならない。 

第２３条 予算は、経常及び臨時の 2分に分け、各々これを科目に区分して歳入の性質及

び歳出の目的を明示しなければならない。 

第２４条 予算超過又は予算外の支出に充てるため予算中に予備費を設けることができ

る。 

第２５条 予算編成後にやむを得ない理由が生じたときは、責任役員会の議決を経て、既

定予算の追加又は更生をすることができる。 

第２６条 決算は、毎会計年度終了後、2月以内に作成し、責任役員会の議決及び会員総

会の承認を受けなければならない。 

第２７条 歳入に剰余金を生じたとき、又は予算外に収入があったときは、責任役員会の

議決を経て、これを翌年度の歳入に繰入れ、又その一部もしくは全部を基本財

産に編入することができる。 

第２８条 この法人の会計年度は毎年４月１日に始まり翌年３月３１日に終わるものとす

る。 

 

 

 

 

    第５章 補則 



第２９条 この規則を変更しようとするときは、責任役員の定数の３分の２以上の議決及

び会員総会の承認を経て、東京都知事の認証を受けなければならない。 

     この法人が合併しようとするときも又同様とする。 

第３０条 この法人が解散しようとするときは、責任役員の定数の全員の議決及び会員総

会の承認を経て、東京都知事の認証を受けなければならない。 

第３１条 この法人が解散したときは、その残余財産は責任役員の定数の全員の議決及び

会員総会の承認を経て、決定したものに帰属する。 

第３２条 この規則の施行についての細則は、責任役員の議決を経て定める。 

 

    附 則 

１．この規則は設立の登記をした日から施行する。 

２．この規則施行当初の代表役員及びその他の責任役員は下記の通りとする。 

代表役員（会長）  斎 藤 積 平 

責任役員（副会長） 渡 辺 正 治 

責任役員      五百旗頭 陽二郎 

責任役員      山 田 重 信 

責任役員      三 田 了 一 

責任役員      森 永 浩 司 

責任役員      長 南 雅 夫 

責任役員      松 林   亮 

責任役員      古 屋 正 明 

 

    附 則 

１．この規則の変更は、東京都知事の認証書の交付を受けた日平成 15 年 5 月 14 日から施

行する。 

２．この規則変更の際、現に代表役員にある者は、この規則による代表役員とみなし、その

任期は従前就任の日から起算する。 

    附 則 

１．この規則の変更は、東京都知事の認証書の交付を受けた日平成 29年 11月 17日から施

行する。 

２．この規則変更の際、現に代表役員にある者は、この規則による代表役員とみなし、その

任期は従前就任の日から起算する。 

 


